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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
水相（Ａ）を含有する油相（Ｂ）からなる粒子を、水相（Ｃ）中に乳化・分散してなり、
油相（Ｂ）が、変性ワックス、金属石鹸、油溶性ポリマー、ヒドロキシカルボン酸及びア
ミノ酸ゲル化剤からなる群より選ばれる少なくとも１種の油増稠剤（Ｄ）及び基油（Ｅ）
を含んで構成され、
ずり速度１０００／ｓにおける油相（Ｂ）の粘度（２５℃）が０．１～５Ｐａ・ｓであり
、
さらに水相（Ｃ）に親水性微粒子（Ｈ）を分散して含有し、親水性微粒子のメジアン径（
ｄ５０、個数基準）が１０～３００ｎｍであり、水相（Ｃ）の重量に基づいて、親水性微
粒子（Ｈ）の含有量が、０．０１～１０重量％であることを特徴とするＷ／Ｏ／Ｗ型エマ
ルション消泡剤。
【請求項２】
油増稠剤（Ｄ）及び基油（Ｅ）の重量に基づいて、油増稠剤（Ｄ）の含有量が０．１～３
０重量％、基油（Ｅ）の含有量が７０～９９．９重量％である請求項１に記載のＷ／Ｏ／
Ｗ型エマルション消泡剤。
【請求項３】
水相（Ａ）、油相（Ｂ）及び水相（Ｃ）の重量に基づいて、油相（Ｂ）の含有量が５～５
０重量％、水相（Ａ）及び水相（Ｃ）の含有量が５０～９５重量％である請求項１又は２
に記載のＷ／Ｏ／Ｗ型エマルション消泡剤。
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【請求項４】
水相（Ａ）を含有する油相（Ｂ）からなるエマルション粒子のメジアン径（ｄ５０、個数
基準）が０．１～１０μmである請求項１～３のいずれかに記載のＷ／Ｏ／Ｗ型エマルシ
ョン消泡剤。
【請求項５】
さらに界面活性剤（Ｆ）を含有してなり、界面活性剤（Ｆ）の含有量が、水相（Ａ）、油
相（Ｂ）及び水相（Ｃ）の重量に基づいて、０．０１～２０重量％である請求項１～４の
いずれかに記載のＷ／Ｏ／Ｗ型エマルション消泡剤。
【請求項６】
さらに水相（Ａ）に増粘剤（Ｇａ）を含有してなり、増粘剤（Ｇａ）の含有量が、水相（
Ａ）の重量に基づいて、０．０１～５重量％である請求項１～５のいずれかに記載のＷ／
Ｏ／Ｗ型エマルション消泡剤。
【請求項７】
さらに水相（Ｃ）に増粘剤（Ｇｃ）を含有してなり、増粘剤（Ｇｃ）の含有量が、水相（
Ｃ）の重量に基づいて、０．０１～５重量％である請求項１～６のいずれかに記載のＷ／
Ｏ／Ｗ型エマルション消泡剤。
【請求項８】
さらに油相（Ｂ）に疎水性シリカ（Ｊ１）、脂肪酸アミド（Ｊ２）及び合成樹脂微粒子（
Ｊ３）からなる群より選ばれる少なくとも１種の核剤（Ｊ）を分散して含有し、油増稠剤
（Ｄ）及び基油（Ｅ）の重量に基づいて、核剤（Ｊ）の含有量が、０．０１～２０重量％
である請求項１～７のいずれかに記載のＷ／Ｏ／Ｗ型エマルション消泡剤。
【請求項９】
請求項１～８のいずれかに記載されたＷ／Ｏ／Ｗ型エマルション消泡剤を製造する方法で
あって、
油相（Ｂ）に、水相（Ａ）を乳化・分散し、Ｗ／Ｏエマルション（ＡＢ１）を得る乳化・
分散工程（ｉ）と、
Ｗ／Ｏエマルション（ＡＢ１）と水相（Ｃ）とを乳化・分散してＷ／Ｏ／Ｗ型エマルショ
ン消泡剤を得る乳化・分散工程（ｉｉ）を含むことを特徴とする製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は消泡剤に関する。
【背景技術】
【０００２】
　油性成分の添加量低減を目的として、Ｗ／Ｏ／Ｗ型組成物であり、油相が動植物油、天
然ワックス、沸点が１００℃以上の炭化水素、炭素数１２～３０のアルコール、炭素数１
２～３０のカルボン酸から誘導される脂肪酸エステル、炭素数８～３０の脂肪酸から誘導
される脂肪酸アミド、シリコーン油、ポリアルキレンオキシドから選ばれる１種以上を含
む油性成分から構成されることを特徴とする消泡剤組成物が知られている（特許文献１）
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０００－２８８３０８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従来の消泡剤組成物は、発泡液中で容易に失活し、長期の消泡性(消泡持続性)に劣る場
合がある。また、消泡剤の安定性が悪く、経日によってエマルション粒子の合一、凝集が
起こり、消泡性が低下する場合がある。



(3) JP 5874063 B2 2016.3.1

10

20

30

40

50

　本発明は発泡液中で容易に失活せず、エマルション粒子の合一、凝集を起こさない消泡
剤（エマルション安定性に優れた消泡剤）を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者らは鋭意検討した結果、Ｗ／Ｏ／Ｗ型エマルションにおいて、変性ワックス、
金属石鹸、油溶性ポリマー、ヒドロキシカルボン酸及びアミノ酸ゲル化剤からなる群より
選ばれる少なくとも１種の油増稠剤（Ｄ）及び基油（Ｅ）を含んで構成される油相を用い
ることにより前述の課題を解決できることを見出し本発明に至った。
【０００６】
　すなわち、本発明のＷ／Ｏ／Ｗ型エマルション消泡剤の特徴は、水相（Ａ）を含有する
油相（Ｂ）を、水相（Ｃ）中に分散してなり、
油相（Ｂ）が、変性ワックス、金属石鹸、油溶性ポリマー、ヒドロキシカルボン酸及びア
ミノ酸ゲル化剤からなる群より選ばれる少なくとも１種の油増稠剤（Ｄ）及び基油（Ｅ）
を含んで構成され、
ずり速度１０００／ｓにおける油相（Ｂ）の粘度（２５℃）が０．１～５Ｐａ・ｓであり
、
さらに水相（Ｃ）に親水性微粒子（Ｈ）を分散して含有し、親水性微粒子のメジアン径（
ｄ５０、個数基準）が１０～３００ｎｍであり、水相（Ｃ）の重量に基づいて、親水性微
粒子（Ｈ）の含有量が、０．０１～１０重量％である点を要旨とする。
【０００７】
　本発明の製造方法の特徴は、上記のＷ／Ｏ／Ｗ型エマルション消泡剤を製造する方法で
あって、
油相（Ｂ）に、水相（Ａ）を乳化・分散し、Ｗ／Ｏエマルション（ＡＢ１）を得る乳化・
分散工程（ｉ）と、
Ｗ／Ｏエマルション（ＡＢ１）と水相（Ｃ）とを乳化・分散してＷ／Ｏ／Ｗ型エマルショ
ン消泡剤を得る乳化・分散工程（ｉｉ）を含む点を要旨とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の消泡剤は、発泡液中で容易に失活せず、エマルション粒子の合一、凝集を起こ
さない。すなわち、本発明の消泡剤は、エマルション安定性に優れている。したがって、
本発明の消泡剤は、長期にわたって優れた消泡性を発揮する。
【０００９】
　本発明の消泡剤の製造方法によると、上記の消泡剤を容易に製造することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　「Ｗ／Ｏ／Ｗ」の「Ｗ」は水相（Ｗａｔｅｒ　ｐｈａｓｅ）を意味し、また、「Ｏ」は
油相（Ｏｉｌ　ｐｈａｓｅ）を意味する。そして、「Ｗ／Ｏ／Ｗ型エマルション」とは、
水相を乳化・分散した油相を、水相に乳化・分散した形式のエマルションを意味する。
　「（メタ）アクリ・・・」は、「アクリ・・・」及び「メタクリ・・・」を意味する。
【００１１】
　油相（Ｂ）は、消泡性を発揮するための成分であり、変性ワックス、金属石鹸、油溶性
ポリマー、ヒドロキシカルボン酸及びアミノ酸ゲル化剤からなる群より選ばれる少なくと
も１種の油増稠剤（Ｄ）及び基油（Ｅ）を含んで構成される。
【００１２】
　油増稠剤（Ｄ）としては、変性ワックス、金属石鹸、油溶性ポリマー、ヒドロキシカル
ボン酸及びアミノ酸ゲル化剤からなる群より選ばれる少なくとも１種を用いることができ
る。
【００１３】
　変性ワックスとしては、４０℃で油相に溶解せず、分散できる変性ワックスが含まれ、
酸化ポリエチレンワックス、アルコール変性ワックス及びマレイン酸変性酸化ポリエチレ
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ンワックス等が挙げられる。
【００１４】
　金属石鹸としては、炭素数１２～２２の脂肪酸と金属（アルカリ土類金属、アルミニウ
ム、マンガン、コバルト、銅、鉄、亜鉛及びニッケル等）との塩を含み、ステアリン酸ア
ルミニウム、ステアリン酸マンガン、ステアリン酸コバルト、ステアリン酸銅、ステアリ
ン酸鉄、ステアリン酸ニッケル、ステアリン酸カルシウム、ラウリン酸亜鉛及びベヘニン
酸マグネシウム等が挙げられる。
【００１５】
　金属石鹸について、金属と脂肪酸との量関係は、金属１モルに対して脂肪酸が１～３モ
ル（モノ体、ジ体、トリ体）のいすれでもよく、モノ体、ジ体、トリ体の混合物でもよい
。エマルション安定性や消泡性等の観点から、金属がアルミニウム及び鉄の場合、ジ体及
びトリ体が好ましく、アルカリ土類金属（カルシウム等）、亜鉛、コバルト、マンガン、
ニッケル及び銅の場合ジ体が好ましい。
【００１６】
　油溶性ポリマーとしては、基油（Ｂ）に均一に溶解する（以上の性質を油溶性という。
）ポリマーを用いることができ、ポリビニルアルコールアルキルエーテル、（メタ）アク
リル酸アルキルエステルコポリマー、ビニルピロリドンと（メタ）アクリル酸アルキルエ
ステルとのコポリマー、α－オレフィンと（メタ）アクリル酸アルキルエステルとのコポ
リマー、石油樹脂、液状ゴム（天然液状ゴム及び合成液状ゴム）及び熱可塑性エラストマ
ー（ポリジエン、ポリジエンブロックとポリオレフィンブロックとを含むブロックコポリ
マー及びポリジエンブロックとポリスチレンブロックとを含むブロックコポリマー等）等
が挙げられる。油溶性ポリマーとして、以上の他に、公知の粘度指数向上剤（たとえば、
高分子薬剤入門、三洋化成株式会社１９９２年１１月第１版発行、６９２－７０９頁、特
開平６－１７０７７号公報、特開平７－２２８６４２号公報、特開平８－５３６８３号公
報、特開平９－４８９８７号公報、特開平１０－２５４８８号公報、特開２０００－６３
４３９号公報、特開２０００－２３９６８７号公報、特開２００１－３４２４８０号公報
、特開２００２－３０２６８７号公報、特開２００３－２９２９３８号公報、特開２００
４－１６９０２９号公報、特開２００４－１４９７９４号公報、特開２００５－２００４
４６号公報、特開２００５－２２５９５７号公報、特開２００５－２３３２０号公報、特
開２００６－２３３１９６号公報、特開２００７－２３８６６３号公報、特開２００９－
２５６６６５号公報、特開２００９－１９１２５８号公報、特開２００９－１７３９２１
号公報、特開２００９－１４９８７４号公報、特開２００９－７４０６８号公報特開２０
０９－５７４２７号公報、特開２００９－７５６２号公報及び特開２０１１－１３２２８
５号公報、特開２０１１－１２７０２９号公報等）及び公知の流動点降下剤（たとえば、
高分子薬剤入門、三洋化成株式会社１９９２年１１月第１版発行、３６４－３７５頁）等
も使用できる。
【００１７】
　これらの油溶性ポリマーのうち、（メタ）アクリル酸アルキルエステルコポリマー、ビ
ニルピロリドンと（メタ）アクリル酸アルキルエステルとのコポリマー、α－オレフィン
と（メタ）アクリル酸アルキルエステルとのコポリマー及びポリジエンブロックとポリス
チレンブロックとを含むブロックコポリマーが好ましい。
【００１８】
　（メタ）アクリル酸アルキルエステルコポリマー、ビニルピロリドンと（メタ）アクリ
ル酸アルキルエステルとのコポリマー及びα－オレフィンと（メタ）アクリル酸アルキル
エステルとのコポリマーのアルキル基としては、炭素数１～３０のアルキル基が好ましく
、さらに好ましくは炭素数１～２８、特に好ましくは炭素数１～２４、最も好ましくは炭
素数１～２２である。 
【００１９】
　油溶性ポリマーは、市場から容易に入手でき、商品名として、たとえば、サンエリス７
０２、８２３、９３４（ポリ（メタ）アクリレート系ポリマー、いずれも三洋化成工業株
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式会社、「サンエリス」は同社の登録商標である。）、アクルーブ１３６、７２８、８１
２（ポリ（メタ）アクリレート系ポリマー、三洋化成工業株式会社、「アクルーブ」は同
社の登録商標である）、アルコンＭ－１３５、Ｐ－１２５（石油樹脂、いずれも荒川化学
工業株式会社、「アルコン」は同社の登録商標である）、クラプレンＬＩＲ３０、ＬＩＲ
３１０、Ｌ－ＳＢＲ（液状ゴム、いずれも株式会社クラレ、「クラプレン」は同社の登録
商標である）、セプトン４０３３（水添ポリジエンブロックとポリスチレンブロックとか
らなるブロックコポリマー、株式会社クラレ、「セプトン」は同社の登録商標である）等
が挙げられる。
【００２０】
　ヒドロキシカルボン酸としては、炭素数１６～２２のヒドロキシカルボン酸が含まれ、
ヒドロキシステアリン酸（商品名として、たとえば、１２－ヒドロ酸；小倉合成工業株式
会社）等が挙げられる。
【００２１】
　アミノ酸ゲル化剤としては、Ｎ－アシル酸性アミノ酸のモノ－又はジ－エステル及びＮ
－アシル酸性アミノ酸のモノ－又はジ－（アルキル）アミドが含まれ、Ｎ－ラウロイルグ
ルタミン酸ジブチルアミド（商品名として、たとえば、ＧＰ－１；味の素株式会社）及び
Ｎ－２－エチルヘキサノイルグルタミン酸ジベヘニル等が挙げられる。
【００２２】
　油増稠剤（Ｄ）の含有量（重量％）は、油増稠剤（Ｄ）及び基油（Ｅ）の重量に基づい
て、０．１～３０が好ましく、さらに好ましくは０．３～２８、特に好ましくは０．５～
２６、最も好ましくは１～２５である。この範囲であると、消泡性及びエマルションの安
定性がさらに良好となる。
【００２３】
　基油（Ｅ）としては、鉱油、油脂、モノアルコール脂肪酸エステル、シリコーン及び／
又はポリエーテル化合物を用いることができる。
【００２４】
　鉱油としては、減圧蒸留、油剤脱れき、溶剤抽出、水素化分解、溶剤脱ろう、硫酸洗浄
、白土精製及び水素化精製等を適宜組み合わせて精製したものを用いることができ、商品
名として、コスモピュアスピンＧ、コスモピュアスピンＥ、コスモＳＰ－１０、コスモＳ
Ｐ－３２及びコスモＳＣ２２（以上、コスモ石油株式会社、「コスモ」及び「ピュアスピ
ン」は同社の登録商標である。）、ＭＣオイル　Ｐ－２２、Ｓ－１０Ｓ（以上、出光興産
株式会社）、並びにスタノール４０（エクソンモービルコーポレーション）等が挙げられ
る。
【００２５】
　油脂としては、炭素数６～２２の脂肪酸又はこの混合物とグリセリンとのエステルが含
まれ、植物油（なたね油、大豆油、パーム油、ヤシ油、オリーブ油等）、中鎖脂肪酸グリ
セライド（商品名として、たとえば、パナセート８７５；日油株式会社、「パナセート」
は同社の登録商標である。）、魚油等が挙げられる。
【００２６】
　モノアルコール脂肪酸エステルとしては、炭素数６～２２の脂肪酸又はこの混合物と炭
素数１～２２のモノアルコールとのエステルのうち、２５℃で液状であるものが含まれ、
オレイン酸メチル、オレイン酸ブチル及びイソステアリン酸メチル等が挙げられる。
【００２７】
　シリコーンとしては、シリコーンオイル及び変性シリコーンオイルが含まれる。
　シリコーンオイルとしては、動粘度５～１００００（ｍｍ２／ｓ、２５℃）のポリジメ
チルシロキサン等が挙げられ、シクロオクタメチルテトラシロキサン等も含まれる。
　変性シリコーンオイルとしては、上記のジメチルシロキサンのメチル基の一部を炭素数
２～６のアルキル基、炭素数２～４のアルコキシル基、フェニル基、水素原子、ハロゲン
（塩素及び臭素等）原子及び／又は炭素数２～６のアミノアルキル基等に置き換えたもの
等が含まれる。
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【００２８】
　ポリエーテル化合物としては、ＨＬＢ０～３．４のものが使用でき、好ましくはＨＬＢ
０～２．９のもの、さらに好ましくはＨＬＢ０～２．４のもの、最も好ましくはＨＬＢ０
～１．９のものである。なお、ＨＬＢは、「新・界面活性剤入門」（藤本武彦著、三洋化
成工業株式会社発行）の１２８～１３１頁に記載されている手法で求められる。
【００２９】
　ポリエーテル化合物としては、炭素数１～２２のモノアルコール、炭素数１～２２のモ
ノカルボン酸又は炭素数１～２２のモノアミンの１モルと炭素数２～４のアルキレンオキ
シドの１～１００モルとの反応物や、炭素数２～６のポリオールの１モルと炭素数２～４
のアルキレンオキシドの１～３００モルとの反応物、炭素数２～６のポリオールの１モル
と炭素数２～４のアルキレンオキシドの１～３００モルとの反応物と炭素数１～２２の脂
肪酸とのエステル化物、炭素数１～２２のモノアルコールの１モルと炭素数２～４のアル
キレンオキシドの１～３００モルとの反応物と炭素数１～２２の脂肪酸とのエステル化物
等が挙げられる。
【００３０】
　これらの基油（Ｅ）のうち、鉱油、油脂、シリコーン及びポリエーテル化合物が好まし
く、さらに好ましくは鉱油、油脂、シリコーン及びポリエーテル化合物の混合物である。
【００３１】
　基油（Ｅ）の含有量（重量％）は、油増稠剤（Ｄ）及び基油（Ｅ）の重量に基づいて、
７０～９９．９が好ましく、さらに好ましくは７２～９９．７、特に好ましくは７４～９
９．５、最も好ましくは７５～９９である。この範囲であると、消泡性及びエマルション
の安定性がさらに良好となる。
【００３２】
　油相（Ｂ）には、油増稠剤（Ｄ）及び基油（Ｅ）以外に、疎水性シリカ（Ｊ１）、脂肪
酸アミド（Ｊ２）及び合成樹脂微粒子（Ｊ３）からなる群より選ばれる少なくとも１種の
核剤（Ｊ）等を含有してもよい。
【００３３】
　疎水性シリカ（Ｊ１）としては、シリカ粉末を疎水化剤で疎水化処理した疎水性シリカ
が含まれる。
　市場から入手できる疎水性シリカとしては、商品名として、Ｎｉｐｓｉｌ　ＳＳ－１０
、ＳＳ－４０、ＳＳ－５０及びＳＳ－１００（東ソー・シリカ株式会社、「Ｎｉｐｓｉｌ
」は東ソー・シリカ株式会社 の登録商標である。）、ＡＥＲＯＳＩＬ Ｒ９７２、ＲＸ２
００及びＲＹ２００（日本アエロジル株式会社、「ＡＥＲＯＳＩＬ」はエボニック　デグ
サ　ゲーエムベーハーの登録商標である。 ）、ＳＩＰＥＲＮＡＴ　Ｄ１０、Ｄ１３及び
Ｄ１７（デグサジャパン株式会社、「ＳＩＰＥＲＮＡＴ」はエボニック　デグサ　ゲーエ
ムベーハーの登録商標である。 ）、（ＴＳ－５３０、ＴＳ－６１０、ＴＳ－７２０（キ
ャボットカーボン社）、ＡＥＲＯＳＩＬ Ｒ２０２，Ｒ８０５及びＲ８１２（デグサジャ
パン株式会社）、ＲＥＯＬＯＳＩＬ　ＭＴ－１０、ＤＭ－１０及びＤＭ－２０Ｓ （株式
会社トクヤマ、「ＲＥＯＬＯＳＩＬ」は同社の登録商標である。）、並びにＳＹＬＯＰＨ
ＯＢＩＣ１００、７０２、５０５及び６０３（富士シリシア化学株式会社、「ＳＹＬＯＰ
ＨＯＢＩＣ」は同社の登録商標である。）等が挙げられる。
【００３４】
　脂肪酸アミド（Ｊ２）としては、炭素数１～６のアルキレンジアミン若しくはアルケニ
レンジアミンと炭素数１０～２２の脂肪酸との反応物（脂肪酸ジアミド）及び／又は炭素
数１～２２のアルキルアミン、アルケニルアミン若しくはアンモニアと炭素数１０～２２
の脂肪酸との反応物（脂肪酸モノアミド）が含まれる。
【００３５】
　脂肪酸ジアミドとしては、エチレンビスステアリルアミド、エチレンビスパルミチルア
ミド、エチレンビスミリスチルアミド、エチレンビスラウリルアミド、エチレンビスオレ
イルアミド、プロピレンビスステアリルアミド、プロピレンビスパルミチルアミド、プロ
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ピレンビスミリスチルアミド、プロピレンビスラウリルアミド、プロピレンビスオレイル
アミド、ブチレンビスステアリルアミド、ブチレンビスパルミチルアミド、ブチレンビス
ミリスチルアミド、ブチレンビスラウリルアミド、ブチレンビスオレイルアミド、メチレ
ンビスラウリルアミド、メチレンビスステアリルアミド及びヘキサメチレンビスステアリ
ルアミド等が挙げられる。
【００３６】
　脂肪酸モノアミドとしては、Ｎ－ステアリルステアリルアミド、オレイン酸アミド、エ
ルカ酸アミド及びステアリルアミド等が挙げられる。
【００３７】
　これらのうち、消泡性等の観点から、脂肪酸ジアミドが好ましく、さらに好ましくはエ
チレンビスステアリルアミド、エチレンビスパルミチルアミド、エチレンビスラウリルア
ミド、メチレンビスステアリルアミド及びヘキサメチレンビスステアリルアミド、特に好
ましくはエチレンビスステアリルアミド、エチレンビスパルミチルアミド及びエチレンビ
スミリスチルアミドである。これらのアミドは、２種以上の混合物であってもよく、混合
物の場合、上記の好ましいものが主成分として含まれていることが好ましい。
【００３８】
　なお、主成分とは、脂肪酸アミドの重量に基づいて、少なくとも４０重量％を含まれる
成分を意味し、好ましくは５０重量％以上、さらに好ましくは６０重量％以上、特に好ま
しくは７０重量％以上、最も好ましくは８０重量％以上含まれることである。
【００３９】
　脂肪酸アミド中の副成分（主成分以外に含まれる成分）としては、上記の好ましい範囲
以外のアミドの他に、未反応アミン及び未反応カルボン酸等が含まれる。副成分の含有量
（重量％）は、脂肪酸アミドの重量に基づいて、６０未満が好ましく、さらに好ましくは
５０未満、特に好ましくは４０未満、次に好ましくは３０未満、最も好ましくは２０未満
である。
【００４０】
　合成樹脂微粒子（Ｊ３）としては、エチレン性不飽和モノマー（ｍ１）を構成単位とす
る合成樹脂微粒子（Ｊ３１）又は重縮合・重付加モノマー（ｍ２）を構成単位とする合成
樹脂微粒子（Ｊ３２）が含まれる。
【００４１】
　エチレン性不飽和モノマー（ｍ１）としては、公知のエチレン性不飽和モノマー等が含
まれ、（メタ）アクリル酸；（メタ）アクリル酸の炭素数１～２２のアルキルエステル｛
（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ブチル、（
メタ）アクリル酸（２－エチルヘキシル）、（メタ）アクリル酸ステアリル及び（メタ）
アクリル酸ベヘニル等｝；炭素数１～１８のアルコールのアルキレンオキシド（炭素数２
～４）付加体の（メタ）アクリレート｛メタノールのプロピレンオキシド３０モル付加体
の（メタ）アクリル酸エステル、２－エチルヘキサノールのプロピレンオキシド３０モル
付加体の（メタ）アクリル酸エステル及びステアリルアルコールのエチレンオキシド３０
付加体の（メタ）アクリル酸エステル等｝；（メタ）アクリロニトリル；スチレン｛スチ
レン、メチルスチレン及びヒドロキシスチレン｝；（メタ）アクリル酸ジアミノエチル；
多官能ビニルモノマー｛ジビニルベンゼン、エチレンジ（メタ）アクリレート、トリメチ
ロールプロパントリ（メタ）アクリレート及びポリエチレングリコール（重合度１４）ジ
（メタ）アクリレート｝；アリルアルコール；アリルアルコールのアルキレンオキシド（
炭素数２～４）付加体｛アリルアルコールのプロピレンオキシド２モル付加物等｝；２－
ブテンー１－オール；（メタ）アクリル酸（２－ヒドロキシエチル）；（メタ）アクリル
酸（２－ヒドロキシエチル）のアルキレンオキシド（炭素数２～４）付加体｛（メタ）ア
クリル酸（２－ヒドロキシエチル）のプロピレンオキシド４モル付加体等｝；ブタジエン
；イソプレン；塩化ビニル；塩化ビニリデン；及び酢酸ビニル等が使用できる。
【００４２】
　これらは単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよいが、少なくとも１種類の
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ポリオキシアルキレン基を含有するモノマー｛炭素数１～１８のアルコールのアルキレン
オキシド（炭素数２～４）付加体の（メタ）アクリレート；ポリエチレングリコール（重
合度１４）ジ（メタ）アクリレート；アリルアルコールのアルキレンオキシド（炭素数２
～４）付加体；及び（メタ）アクリル酸（２－ヒドロキシエチル）のアルキレンオキシド
（炭素数２～４）付加体等｝を用いることが好ましい。
【００４３】
　エチレン性不飽和モノマー（ｍ１）を構成単位とする合成樹脂微粒子（Ｊ３１）は、公
知の方法で重合して得ることができる。これらは基油（Ｅ）中で反応させてそのまま使用
してもよいし、あらかじめ反応して得た粒子と基油（Ｅ）とを混合してもよい。
【００４４】
　重縮合・重付加モノマー（ｍ２）としては、公知の重縮合・重付加モノマーが含まれ、
ポリイソシアネート（ｍ２１）、ポリアミン（ｍ２２）、ポリオール（ｍ２３）及びポリ
カルボン酸（ｍ２４）が含まれる。
【００４５】
　ポリイソシアネート（ｍ２１）としては、炭素数８～１６のジイソシアネート｛ヘキサ
メチレンジイソシアネート、トリレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート及
び４－４’－メチレンビス（シクロヘキシルイソシアネート）等｝及びこれらの変性体｛
ジイソシアネートのトリメチロールプロパンの付加体、ビウレット縮合物及びイソシアヌ
レート縮合物等｝等が挙げられる。
【００４６】
　ポリアミン（ｍ２２）としては、炭素数１～６のポリアミンが含まれ、尿素、メラミン
、エチレンジアミン、ヘキサメチレンジアミン、ジエチレントリアミン及びトリエチレン
テトラミン等が挙げられる。
【００４７】
　ポリオール（ｍ２３）としては、炭素数２～６の多価アルコール｛エチレングリコール
、プロピレングリコール、ブチレングリコール、グリセロール、ジグリセリン及びペンタ
エリスリトール等｝；及びこれらの多価アルコールに炭素数２～４のアルキレンオキシド
を水酸基１つ当たり１～５０モル付加した付加体｛多価アルコールのエチレンオキシド付
加体、プロピレンオキシド付加体、ブチレンオキシド付加体、エチレンオキシド／プロピ
レンオキシドブロック付加体及びプロピレンオキシド／ブチレンオキシドブロック付加体
等｝等が挙げられる。
【００４８】
　ポリカルボン酸（ｍ２４）としては、炭素数４～１４のポリカルボン酸が含まれ、テレ
フタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸、ビフェニルジカルボン酸、シュウ酸
、コハク酸、アジピン酸、セバシン酸、フマル酸、マレイン酸、イタコン酸及びダイマー
酸等が挙げられる。
【００４９】
　重縮合・重付加モノマー（ｍ２）を構成単位とする合成樹脂微粒子（Ｊ３２）には、上
記のモノマーを構成単位とするポリウレア、ポリウレタン及びポリエステル等が含まれ、
公知の方法で反応して得ることができる。これらは基油（Ｅ）中で反応させてそのまま使
用してもよいし、あらかじめ反応して得た粒子と基油（Ｅ）とを混合してもよい。
【００５０】
　合成樹脂微粒子（Ｊ３）は、市場から入手可能であり、たとえば、以下の商品等が使用
できる。
　アルティフロー　ＦＳ－７３０１（三洋化成工業（株）製、エチレン性不飽和モノマー
共重合物のポリエーテル分散体、「アルティーフロー」は同社の登録商標である）、ダイ
ミックビーズ　ＵＣＮ－８０７０ＣＭクリヤー（大日精化工業（株）製、ポリウレタンビ
ーズ、「ダイミックビーズ」は同社の登録商標である）、タフチック　Ｆ－１２０、Ｆ－
１６７（東洋紡（株）製、エチレン性不飽和モノマー共重合物の水分散体；「タフチック
」は同社の登録商標である）
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【００５１】
　核剤（Ｊ）を含有する場合、核剤（Ｊ）の含有量（重量％）は、油増稠剤（Ｄ）及び基
油（Ｅ）の重量に基づいて、０．０１～２０が好ましく、さらに好ましくは０．１～１８
、特に好ましくは０．３～１６、最も好ましくは０．５～１５である。この範囲であると
、消泡性及びエマルション安定性がさらに良好となる。
【００５２】
　ずり速度１０００／ｓにおける油相（Ｂ）の粘度（２５℃、Ｐａ・ｓ）は、０．１～５
が好ましく、さらに好ましくは０．１～４、特に好ましくは０．１～３、最も好ましくは
０．１５～２である。この範囲であると、消泡性及びエマルション安定性がさらに良好と
なる。これは、発泡液中において優れた粒子保形成性（粒子形状を保持し、微粒子化や可
溶化しにくい性質）を発揮し、微粒化及び可溶化によって消泡性を喪失し難くなること及
びエマルションの凝集や合一を防ぐためであると考えられる。
【００５３】
　ずり速度１０００／ｓにおける油相（Ｂ）の粘度（２５℃、Ｐａ・ｓ）は、コーンプレ
ート型粘度計｛たとえば、ＡＮＴＯＮＰＡＡＲ社製粘弾性測定装置ＭＣＲ－３１０、コー
ンプレート（ＣＰ２５－２；プレート径２５ｍｍ、コーン角度２°）｝を用い、ずり速度
を０．１／ｓから１０００／ｓまで３００秒かけて上昇させた際の粘度を測定して、ずり
速度１０００／ｓでの粘度を読み取ることにより得られる。
【００５４】
　ずり速度１０００／ｓにおける油相（Ｂ）の粘度（２５℃、Ｐａ・ｓ）は、油増稠剤（
Ｄ）及び基油（Ｅ）の含有量等によって調整できる。
【００５５】
　油増稠剤（Ｄ）の含有量が多くなる程、ずり速度１０００／ｓにおける油相（Ｂ）の粘
度は高くなる傾向があり、また、基油（Ｅ）の含有量が多くなる程、ずり速度１０００／
ｓにおける油相（Ｂ）の粘度は低くなる傾向がある。
　一方、油増粘剤（Ｄ）の含有量が少なくなる程、ずり速度１０００／ｓにおける油相（
Ｂ）の粘度は低くなる傾向があり、また、基油（Ｅ）の含有量が少なくなる程、ずり速度
１０００／ｓにおける油相（Ｂ）の粘度は高くなる傾向がある。
【００５６】
　以上の他に、油増稠剤（Ｄ）のうち、特に油溶性ポリマー、金属石鹸を使用した場合、
少量でもずり速度１０００／ｓにおける油相（Ｂ）の粘度が高くなりやすい。
【００５７】
　後述する界面活性剤（Ｆ）を油相（Ｂ）に含有する場合、上記のずり速度１０００／ｓ
における粘度（２５℃）は、界面活性剤（Ｆ）の含有量等によっても調整できる。界面活
性剤（Ｆ）の含有量が多い程、ずり速度１０００／ｓにおける油相（Ｂ）の粘度は低くな
りやすい。
【００５８】
　ずり速度１０００／ｓにおける油相（Ｂ）の粘度を上記の範囲にするには、油増稠剤（
Ｄ）及び基油（Ｅ）の含有量を上記範囲することにより達成できる。
【００５９】
　水相（Ａ）は、水（Ｋ）を必須構成成分としてなり、水（Ｋ）としては、水道水、工業
用水、脱イオン水及び蒸留水等が挙げられる。水相（Ａ）は、水（Ｋ）の他、公知の増粘
剤（Ｇａ）、防腐剤（防菌・防黴剤辞典、日本防菌防黴学会昭和６１年第１版発行、１－
３２頁等）及び／又は凍結防止剤を含んでもよく、増粘剤（Ｇａ）を含むことが好ましい
。
【００６０】
　増粘剤（Ｇａ）としてはキサンタンガム、ローカストビーンガム、グァーガム、カラギ
ーナン、アルギン酸及びこの塩、トラガントガム、マグネシウムアルミニウムシリケート
、ベントナイト、ポリビニルアルコール、メチルセルロース、ヒドロキシエチルセルロー
ス、ゼラチン、寒天並びにカルボキシル基を含む合成高分子型増粘剤（商品名として、た
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とえば、ＳＮシックナー６３６、ＳＮシックナー６４１、ＳＮシックナー６１７等；サン
ノプコ株式会社）、ポリオキシエチレン鎖を含む会合型増粘剤（商品名として、たとえば
、ＳＮシックナー６２５Ｎ、ＳＮシックナー６６５Ｔ等）等が挙げられる。
【００６１】
　増粘剤（Ｇａ）を含有する場合、増粘剤（Ｇａ）の含有量（重量％）は、水相（Ａ）の
重量に基づいて、０．０１～５が好ましく、さらに好ましくは０．０５～４．８、特に好
ましくは０．１～４．５、最も好ましくは０．２～４．３である。
【００６２】
　凍結防止剤としては、エチレングリコール、プロピレングリコール及びグリセリン等が
挙げられる。
【００６３】
　防腐剤としては、ホルマリン及び５－クロロ－２－メチル－４－イソチアゾリン－３－
オン等が挙げられる。
【００６４】
　水相（Ｃ）は、水（Ｋ）を必須構成成分としてなり、水（Ｋ）の他、公知の増粘剤（Ｇ
ｃ）、防腐剤（防菌・防黴剤辞典、日本防菌防黴学会昭和６１年第１版発行、１－３２頁
等）及び／又は凍結防止剤を含んでもよく、増粘剤（Ｇｃ）及び／又は親水性微粒子（Ｈ
）を含むことが好ましい。
【００６５】
　増粘剤（Ｇｃ）としては、増粘剤（Ｇａ）と同じもの等が使用できる。
【００６６】
　増粘剤（Ｇｃ）を含有する場合、増粘剤（Ｇｃ）の含有量（重量％）は、水相（Ｃ）の
重量に基づいて、０．０１～５が好ましく、さらに好ましくは０．０５～４．８、特に好
ましくは０．１～４．５、最も好ましくは０．２～４．３である。
【００６７】
　親水性微粒子（Ｈ）としては、水相（Ｃ）に分散する親水性の金属酸化物が含まれ、ヒ
ュームド金属酸化物及びコロイド状金属酸化物が含まれる。
【００６８】
　ヒュームド金属酸化物としては、気化させた金属塩化物等の金属化合物を高温の水素炎
中において気相反応によって合成された乾式金属酸化物であれば使用できる。
　ヒュームド金属酸化物は、市場から容易に入手でき、たとえば、アエロジルシリーズ（
１３０、２００、３００等、ヒュームドシリカ、日本アエロジル株式会社、「アエロジル
」は登録商標である。）、乾式シリカＨＤＫシリーズ（Ｓ１３、Ｖ１５、Ｎ２０、Ｔ３０
等、ヒュームドシリカ、旭化成ワッカ-シリコーン株式会社、「ＨＤＫ」は登録商標であ
る。）、レオロシールシリーズ（ＱＳ－１０、ＱＳ－３０、ＱＳ－４０、ＱＳ－１０２、
ヒュームドシリカ、株式会社トクヤマ、「レオロシール」は登録商標である。）、ＣＡＢ
－Ｏ－ＳＩＬ　ＥＨ－５、ＣＡＢ－Ｏ－ＳＩＬ　ＨＳ－５、ＣＡＢ－Ｏ－ＳＩＬ　Ｍ－５
（ヒュームドシリカ、キャボット　コーポレーション、「ＣＡＢ－Ｏ－ＳＩＬ」は登録商
標である。）、ＳｐｅｃｔｒＡｌシリーズ（５１、８１、１００等、ヒュームドアルミナ
、キャボット　コーポレーション、「ＳｐｅｃｔｒＡｌ」は登録商標である。）、アエロ
キシドＡｌｕシリーズ（Ｃ、６５、１３０等、ヒュームドアルミナ、日本アエロジル株式
会社、アエロキシドは登録商標である）、アエロキシドＴｉＯ２　Ｐ２５（ヒュームド酸
化チタン、日本アエロジル株式会社）、アエロジル　ＭＯＸ　８０（ヒュームドシリカ・
アルミナ混合酸化物、日本アエロジル株式会社）等が挙げられる。
【００６９】
　コロイダル金属酸化物としては、水溶液中で水溶性の金属化合物から合成された金属酸
化物であれば使用できる。
　コロイダル金属酸化物は、市場から容易に入手でき、たとえば、スノーテックスシリー
ズ（２０Ｌ、ＸＬ、コロイダルシリカ、日産化学株式会社、「スノーテックス」は登録商
標である。）、ＭＴ－１５０Ａ（酸化チタン、テイカ株式会社）、ＭＺ－５００（酸化亜
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鉛、テイカ株式会社）等が挙げられる。
【００７０】
　これらのうち、好ましくはヒュームド金属酸化物であり、特に好ましくは親水性ヒュー
ムドシリカである。
【００７１】
　親水性微粒子（Ｈ）のメジアン径（ｄ５０、個数基準；ｎｍ）は、１０～３００が好ま
しく、さらに好ましくは１２～２５０、特に好ましくは１３～２００、最も好ましくは１
５～１５０である。
【００７２】
　メジアン径（ｄ５０、個数基準）は、レーザ回折／散乱式粒子径分布測定装置により測
定できる。
　たとえば、レーザ回折／散乱式粒子径分布測定装置｛Ｐａｒｔｉｃａ　ＬＡ－９５０Ｖ
２、フローセル式、分散質の屈折率＝１．４５、分散媒の屈折率＝１．３３、反復回数１
５、株式会社堀場製作所｝を使用して、分散媒に水を用い、水をフローセルに入れて循環
強度５で循環しながらブランク測定を行い、引き続き、このフローセルに測定試料を適量
加えて測定を行い、この測定値からブランク測定の値を差し引いて算出する。
　ただし、フローセルに入れる測定試料｛親水性微粒子（Ｈ）を水相（Ｃ）に分散した分
散液｝の量は、青色ＬＥＤ光の透過率が８８～９２％になるように調整し、測定試料の量
が多いほど透過率が低くなるので、この範囲から外れている場合、測定試料又は分散媒の
量により、範囲内に入るように調整する。
【００７３】
　親水性微粒子（Ｈ）を含有する場合、親水性微粒子（Ｈ）の含有量（重量％）は、水相
（Ｃ）の重量に基づいて、０．０１～１０が好ましく、さらに好ましくは０．１～９、特
に好ましくは０．３～７、最も好ましくは０．４～６である。
【００７４】
　水相（Ａ）の浸透圧は、水相（Ｃ）の浸透圧よりも高いことが好ましい。水相（Ａ）の
浸透圧は、水相（Ａ）に水溶性物質（塩化ナトリウムや塩化カルシウム等の水溶性無機塩
、尿素やメタノール等の水溶性有機低分子）を加えることにより高く調節できる。
【００７５】
　油相（Ｂ）の含有量（重量％）は、水相（Ａ）、油相（Ｂ）及び水相（Ｃ）の重量に基
づいて、５～５０が好ましく、さらに好ましくは６～４０、特に好ましくは７～３５、最
も好ましくは８～３０である。この範囲であると、消泡性及び安定性（エマルション安定
性）がさらに良好となる。
【００７６】
　水相（Ａ）及び水相（Ｃ）の含有量（重量％）は、水相（Ａ）、油相（Ｂ）及び水相（
Ｃ）の重量に基づいて、５０～９５が好ましく、さらに好ましくは６０～９４、特に好ま
しくは６５～９３、最も好ましくは７０～９２である。この範囲であると、消泡性及び安
定性（エマルション安定性）がさらに良好となる。
【００７７】
　なお、油相（Ｂ）に核剤（Ｊ）を含む場合、油相（Ｂ）の重量は、油増稠剤（Ｄ）、基
油（Ｅ）及び核剤（Ｊ）の合計重量である。
【００７８】
　水相（Ａ）を含有する油相（Ｂ）からなるエマルション粒子のメジアン径（ｄ５０、個
数基準）（μｍ）は、０．１～１０が好ましく、さらに好ましくは０．３～９、特に好ま
しくは０．５～８、最も好ましくは１～７である。この範囲内であると、消泡性及びエマ
ルション安定性がさらに良好となる。
【００７９】
　水相（Ａ）を含有する油相（Ｂ）からなるエマルション粒子のメジアン径（ｄ５０、個
数基準）は、レーザ回折／散乱式粒子径分布測定装置｛たとえば、Ｐａｒｔｉｃａ　ＬＡ
－９５０Ｖ２（フローセル式、分散質の屈折率＝１．４５、分散媒の屈折率＝１．３３、
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反復回数１５）、堀場製作所株式会社｝を使用して測定でき、たとえば、次のように測定
される。
【００８０】
＜測定法＞
　イオン交換水をフローセルに入れて循環（循環強度５）しながら、ブランク測定を行う
。１００ｍＬガラスビーカーにイオン交換水を約１０ｍＬ入れ、測定試料（Ｗ／Ｏ／Ｗ型
エマルション消泡剤）を数滴加えて均一になるまで混合して分散液を作成する。この分散
液をフローセルに少しずつ加えて、適切な透過光強度（青色ＬＥＤの透過光強度が８０～
９０％又は赤色ＬＥＤの透過光強度が７０～９０％）に調整して測定を行う。
　なお、測定値はブランク測定の値が差し引かれて算出される。
【００８１】
　このエマルション粒子のメジアン径（ｄ５０、個数基準）は、油相（Ｂ）の粘度、水相
（Ｃ）の粘度、乳化・分散工程での分散方法等によって調節することができる。水相（Ａ
）、油相（Ｂ）の粘度が低く、水相（Ｃ）の粘度が高いほど、エマルション粒子のメジア
ン径（ｄ５０、個数基準）は小さくなる傾向がある。また、乳化・分散工程でより強いせ
ん断をかけて乳化・分散を行うと、エマルション粒子のメジアン径（ｄ５０、個数基準）
は小さくなる傾向がある。
【００８２】
　一方、水相（Ａ）、油相（Ｂ）の粘度が高く、水相（Ｃ）の粘度が低いほど、エマルシ
ョン粒子のメジアン径（ｄ５０、個数基準）は大きくなる傾向がある。また、乳化・分散
工程で弱いせん断をかけて乳化・分散を行うと、エマルション粒子のメジアン径（ｄ５０
、個数基準）は大きくなる傾向がある。
【００８３】
　本発明の消泡剤には、水相（Ａ）、油相（Ｂ）及び水相（Ｃ）に含まれる成分以外に、
界面活性剤（Ｆ）等を含有できる。
【００８４】
　界面活性剤（Ｆ）としては、非イオン型界面活性剤、アニオン型界面活性剤及びこれら
の混合が含まれる。
　非イオン型界面活性剤としては、ＨＬＢ３．５～２０のものが使用でき、好ましくはＨ
ＬＢ３．６～１９．５のもの、さらに好ましくはＨＬＢ３．７～１９のもの、最も好まし
くはＨＬＢ４～１８．５のものである。
【００８５】
　非イオン型界面活性剤としては、ソルビタン脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪酸エステ
ルのエチレンオキシド付加物、ポリオキシエチレンポリオキシプロピレンブロックポリマ
ー、ポリオキシエチレンアルキルアリールエーテル、植物油のエチレンオキシド付加物、
ポリオキシエチレンの脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、グリセリ
ン脂肪酸エステル、グリセリン脂肪酸エステルのエチレンオキシド付加物及び変性シリコ
ーン等が含まれる。
【００８６】
　ソルビタン脂肪酸エステルとしては、ソルビタンと炭素数１２～２２の脂肪酸とのエス
テルが含まれ、ソルビタンモノラウレート（ＨＬＢ８．６、たとえば、ノニオンＬＰ－２
０Ｒ；日油株式会社）、ソルビタンモノパルミテート（ＨＬＢ６．７、たとえば、ノニオ
ンＰＰ－４０Ｒペレット；日油株式会社）、ソルビタンモノステアレート（ＨＬＢ４．７
、たとえば、ノニオンＳＰ－６０Ｒペレット；日油株式会社）、ソルビタンモノオレエー
ト（ＨＬＢ４．３、たとえば、ノニオンＯＰ－８０Ｒ；日油株式会社）、ソルビタントリ
オレエート（ＨＬＢ１．８、たとえば、ノニオンＯＰ－８５Ｒ；日油株式会社）、ソルビ
タンモノオレエート（ＨＬＢ４．３、たとえば、イオネットＳ－８０；三洋化成業株式会
社、「イオネット」は同社の登録商標である。）等が挙げられる。
【００８７】
　ソルビタン脂肪酸エステルのエチレンオキシド付加物としては、ソルビタン脂肪酸エス
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テルのエチレンオキシド１～４０モル付加物が含まれ、ポリオキシエチレンソルビタンモ
ノラウレート（ＨＬＢ１６．７、たとえば、ノニオンＬＴ－２２１；日油株式会社）、ポ
リオキシエチレンソルビタンモノステアレート（ＨＬＢ１５．７、たとえば、ノニオンＳ
Ｔ－２２１；日油株式会社）、ポリオキシエチレンソルビタンモノオレエート（ＨＬＢ１
５．７、たとえば、ノニオンＯＴ－２２１；日油株式会社）等が挙げられる。
【００８８】
　ポリオキシエチレンポリオキシプロピレンブロックポリマーとしては、エチレンオキシ
ド５～２００モルとプロピレンオキシド５～２００モルとの共重合体が含まれ、ポリオキ
シエチレン（２５モル）ポリオキシプロピレン（３０モル）ブロックポリマー（たとえば
、ニューポールＰＥ－６４；三洋化成工業株式会社、「ニューポール」は同社の登録商標
である。）及びポリオキシエチレン（４８モル）ポリオキシプロピレン（３５モル）ブロ
ックポリマー（たとえば、ニューポールＰＥ－７５；三洋化成工業株式会社）等が挙げら
れる。
【００８９】
　ポリオキシエチレンアルキルアリールエーテルとしては、炭素数６～１８のアルキル基
を有するアルキルアリールのポリオキシエチレンエーテルが含まれ、ポリオキシエチレン
（４モル）ノニルフェノールエーテル（たとえば、ノニポール４０；三洋化成工業株式会
社、「ノニポール」は同社の登録商標である。）、ポリオキシエチレン（１０モル）ノニ
ルフェノールエーテル（たとえば、ノニポール１００；三洋化成工業株式会社）等が挙げ
られる。
【００９０】
　植物油のエチレンオキシド付加物としては、植物油のエチレンオキシド１～２００モル
付加物が含まれ、ひまし油のエチレンオキシド付加物（たとえば、ユニオックスＨＣ－４
０；日油株式会社、「ユニオックス」は同社の登録商標である。）等が挙げられる。
【００９１】
　ポリオキシエチレンの脂肪酸エステルとしては、数平均分子量２００～４０００のポリ
オキシエチレンと炭素数６～２２の脂肪酸とのモノエステル及びジエステルが含まれ、数
平均分子量６００のポリオキシエチレングリコールとオレイン酸とのジエステル（たとえ
ば、イオネットＤＯ－６００；三洋化成工業株式会社)及び数平均分子量６００のポリオ
キシエチレングリコールとオレイン酸とのモノエステル（たとえば、イオネットＭＯ－６
００；三洋化成工業株式会社）等が挙げられる。
【００９２】
　ポリオキシエチレンアルキルエーテルとしては、炭素数６～２２のアルカノールのオキ
シエチレン１～１００モル付加物が含まれ、ナロアクティーＣＬ－４０（ＨＬＢ８．９、
三洋化成工業株式会社、「ナローアクティー」は同社の登録商標である。）、ナロアクテ
ィーＣＬ－１００（ＨＬＢ１３．３、三洋化成工業株式会社）等が挙げられる。
【００９３】
　グリセリン脂肪酸エステルとしては、炭素数６～２２の脂肪酸とグリセリンとのモノエ
ステルが含まれ、グリセロールモノステアレート（たとえば、モノグリＭＤ、ＨＬＢ５．
５、日油株式会社）等が挙げられる。
【００９４】
　グリセリン脂肪酸エステルのエチレンオキシド付加物としては、グリセリン脂肪酸エス
テルのエチレンオキシド１～１００モル付加物が含まれ、グリセリンヤシ油脂肪酸エステ
ルのエチレンオキシド付加物（たとえば、ユニグリＭＫ－２０７、ＨＬＢ１３．０、日油
株式会社、「ユニグリ」は同社の登録商標である。）等が挙げられる。
【００９５】
　変性シリコーンとしては、ジメチルシロキサンのメチル基の一部をアルコキシポリオキ
シアルキレンオキシプロピル基（アルコキシの炭素数１～６、アルキレンの炭素数２～３
、重合度２～５０）、アルコキシポリオキシアルキレン基（アルコキシの炭素数１～６、
アルキレンの炭素数２～３、重合度２～５０）等に置き換えたもの等が含まれる。
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【００９６】
　これらのうち、ソルビタン脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪酸エステルのエチレンオキ
シド付加物、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレンと脂肪酸とのモ
ノエステル及びジエステル、グリセリン脂肪酸エステル及びグリセリン脂肪酸エステルの
エチレンオキシド付加物が好ましい。
【００９７】
　アニオン性界面活性剤としては、アルキルアリールスルホン酸塩、アルキルジフェニル
エーテルジスルホン酸塩、石油スルホネート塩、ポリオキシエチレンアルキルスルホン酸
エステル塩及びポリオキシエチレンアルキルリン酸エステル塩が含まれる。
【００９８】
　アルキルアリールスルホン酸塩としては、炭素数７～２４のアルキルアリールスルホン
酸塩が含まれ、ｐ－トルエンスルホン酸塩、ドデシルベンゼンスルホン酸塩等が挙げられ
る。
　塩としては特に制限されないが、アルカリ金属（ナトリウム、カリウム等）塩、アルカ
リ土類金属（カルシウム、マグネシウム等）塩、アンモニウム塩及び炭素数１～１８のア
ミン塩（トリエタノールアミン、トリメチルアミン、プロピルアミン等）等が含まれる（
以下同じ）。
【００９９】
　アルキルジフェニルエーテルスルホン酸塩としては、アルキル基が炭素数６～１８であ
るアルキルジフェニルエーテルジスルホン酸塩が含まれ、ドデシルジフェニルエーテルジ
スルホン酸塩等が挙げられる。
【０１００】
　石油スルホネート塩としては、石油系潤滑油留分をスルホン化したものが含まれる。
【０１０１】
　ポリオキシエチレンアルキル硫酸エステル塩としては、炭素数６～２２のポリオキシエ
チレンアルキル硫酸エステル塩が含まれ、ポリオキシエチレンラウリル硫酸エステル塩等
が挙げられる。
【０１０２】
　ポリオキシエチレンアルキルリン酸エステル塩としては、炭素数６～２２のポリオキシ
エチレンアルキルリン酸エステルが含まれ、ポリオキシエチレンステアリルリン酸エステ
ル塩等が挙げられる。
【０１０３】
　これらのうち、アルキルアリールスルホン酸塩、石油スルホネート塩及びアルキルジフ
ェニルエーテルジスルホン酸塩が好ましく、さらに好ましくはドデシルベンゼンスルホン
酸塩及び、石油スルホネート塩、特に好ましくはドデシルベンゼンスルホン酸カルシウム
塩及び石油スルホネートカルシウム塩である。
【０１０４】
　界面活性剤（Ｆ）を含有する場合、界面活性剤（Ｆ）の含有量（重量％）は、水相（Ａ
）、油相（Ｂ）及び水相（Ｃ）の重量に基づいて、０．０１～２０が好ましく、さらに好
ましくは０．０５～１５、特に好ましくは０．１～１０、最も好ましくは０．２～５であ
る。この範囲であると、消泡性及びエマルション安定性がさらに良好となる。
【０１０５】
　本発明の消泡剤は、次の製造方法等によって製造できる。
　油相（Ｂ）に、水相（Ａ）を乳化・分散し、Ｗ／Ｏエマルション（ＡＢ１）を得る乳化
・分散工程（ｉ）と、
Ｗ／Ｏエマルション（ＡＢ１）と水相（Ｃ）とを乳化・分散してＷ／Ｏ／Ｗ型エマルショ
ン消泡剤を得る乳化・分散工程（ｉｉ）を含む製造方法
【０１０６】
　乳化・分散工程（ｉ）では、水相（Ａ）を油相（Ｂ）に乳化・分散できれば使用する装
置等に制限はないが、乳化分散機（ディスパーミル、ホモジナイザー又はゴーリンホモジ
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ナイザー、超音波乳化機）を用いて乳化・分散を行ってもよい。
【０１０７】
　乳化・分散工程（ｉ）では、水相（Ａ）を、油相（Ｂ）に乳化・分散できれば使用する
装置等に制限はないが、乳化分散機（ディスパーミル、ホモジナイザー、ゴーリンホモジ
ナイザー及び超音波乳化機等）を用いて乳化・分散できる。
【０１０８】
　乳化・分散工程（ｉ）では、水相（Ａ）が油相（Ｂ）に乳化・分散できれば混合する方
法等に制限は無いが、攪拌下の水相（Ａ）に油相（Ｂ）を滴下していき、転相乳化によっ
てＷ／Ｏ型エマルションを得てもよいし、攪拌下の油相（Ｂ）に水相（Ａ）を滴下してい
き、Ｗ／Ｏ型エマルションを得てもよいし、水相（Ａ）に油相（Ｂ）とを混合した後に乳
化してＷ／Ｏ型エマルションを得てもよい。
【０１０９】
　乳化・分散工程（ｉ）での温度（℃）は、水相（Ａ）が油相（Ｂ）に乳化・分散できれ
ば制限はないが、１０～９５が好ましく、さらにこのましくは１５～９０、特に好ましく
は２０～８０、最も好ましくは２５～７０である。温度が高いほど乳化しやすいが、消泡
性が低下する傾向が高い。上記の範囲であると、乳化しやすく、消泡性も低下しにくい。
【０１１０】
　乳化・分散工程（ｉｉ）では、水相（Ａ）を含有する油相（Ｂ）を、水相（Ｃ）に乳化
・分散できれば使用する装置等に制限はないが、乳化分散機（ディスパーミル、ホモジナ
イザー、ゴーリンホモジナイザー及び超音波乳化機等）を用いて乳化・分散できる。
【０１１１】
　乳化・分散工程（ｉｉ）では、水相（Ａ）を含有する油相（Ｂ）を、水相（Ｃ）に乳化
・分散できれば混合する方法等に制限は無いが、水相（Ｃ）を攪拌しながら、これに、水
相（Ａ）を含有する油相（Ｂ）を滴下していき、Ｗ／Ｏ／Ｗ型エマルションを得てもよい
し、水相（Ａ）を含有する油相（Ｂ）と水相（Ｃ）とを混合した後、乳化分散機で乳化・
分散してＷ／Ｏ／Ｗ型エマルションを得てもよい。
【０１１２】
　乳化・分散工程（ｉｉ）での温度（℃）は、水相（Ａ）を含有する油相（Ｂ）を水相（
Ｃ）に乳化・分散できれば制限はないが、１０～９５が好ましく、さらにこのましくは１
５～９０、特に好ましくは２０～８０、最も好ましくは２５～７０である。温度が高いほ
ど乳化しやすいが、消泡性が低下する傾向が高い。上記の範囲であると、乳化しやすく、
消泡性も低下しにくい。
【０１１３】
　油相（Ｂ）に脂肪酸アミド及び／又は変性ワックスを含む場合、脂肪酸アミド及び／又
は変性ワックスは、次の方法によって基油（Ｅ）に分散することが好ましい。
【０１１４】
　脂肪酸アミド及び／又は変性ワックスと、基油（Ｅ）の一部とを加熱攪拌しながら、脂
肪酸アミド及び／又は変性ワックスを溶解させて溶解液を得る溶解工程（ｄｉ）、
　基油（Ｅ）の残部を攪拌しながら、この残部に溶解液を投入して混合物を得る混合工程
（ｄｉｉ）、並びに
　混合物を均質化処理して脂肪酸アミド及び／又は変性ワックスの分散液を得る分散工程
（ｄｉｉｉ）を含む方法。
【０１１５】
　加熱攪拌温度(℃)としては、脂肪酸アミド及び／又は変性ワックスが溶解できれば制限
がないが、１００～１８０が好ましく、さらに好ましくは１０３～１７０、特に好ましく
は１０５～１６５、最も好ましくは１１０～１６０である。
【０１１６】
　加熱攪拌時間としては、脂肪酸アミド及び／又は変性ワックスが溶解できれば制限がな
いが、基油（Ｅ）の酸化や蒸発等を防ぐため、できるだけ短時間とすることが好ましい。
【０１１７】
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　加熱攪拌は、密閉下で行ってもよいし（加圧下でもよい）、開放下で行ってもよい。
【０１１８】
　混合工程（ｄｉｉ）において、溶解液を投入している間も溶解液を加熱攪拌し、脂肪酸
アミド及び／又は変性ワックスを溶解させた状態を保つことが好ましい。
　また、基油（Ｅ）の残部の温度は、消泡性の観点等から、０～６０℃に保つことが好ま
しく、さらに好ましくは０～５０℃、特に好ましくは０～４５℃、最も好ましくは０～４
０℃である。すなわち、０～６０℃に冷却した基油（Ｅ）の残部を攪拌しながら、この残
部に０～６０℃を保ちながら溶解液を少量ずつ投入して混合物を得ることが好ましい。
【０１１９】
　均質化処理は、脂肪酸アミド及び／又は変性ワックスを含む混合液を均質化できれば制
限はないが、乳化分散機（ビーズミル、ディスパーミル、ホモジナイザー又はゴーリンホ
モジナイザー、超音波乳化機等）を用いて均質化処理することが好ましい。
【０１２０】
　基油（Ｅ）の一部を用いて、脂肪酸アミド及び／又は変性ワックスの分散液を作成し、
これを油相（Ｂ）の残部と混合して油相（Ｂ）を得てもよい。
【０１２１】
　油相（Ｂ）に油溶性ポリマーを含む場合、油溶性ポリマーは、次の溶解方法（Ｐ１）及
び（Ｐ２）等によって、基油（Ｅ）に溶解して用いることが好ましい。
【０１２２】
＜溶解方法（Ｐ１）＞
　油溶性ポリマーと基油（Ｅ）とを加熱攪拌しながら油溶性ポリマーを溶解して溶解液を
得た後、冷却して油溶性ポリマーの溶解液を得る方法。
【０１２３】
＜溶解方法（Ｐ２）＞
　油溶性ポリマーと、基油（Ｅ）の一部とを加熱攪拌しながら、油溶性ポリマーを溶解さ
せて溶解液を得る溶解工程（ｐｉ）、
　基油（Ｅ）の残部を攪拌しながら、この残部と溶解液と攪拌混合して混合物を得る混合
工程（ｐｉｉ）を含む方法。
【０１２４】
　加熱攪拌温度(℃)としては、油溶性ポリマーが溶解できれば制限がないが、１００～１
８０が好ましく、さらに好ましくは１０３～１７０、特に好ましくは１０５～１６５、最
も好ましくは１１０～１６０である。
【０１２５】
　加熱攪拌時間としては、油溶性ポリマーが溶解できれば制限がないが、基油（Ｅ）の酸
化や蒸発等を防ぐため、できるだけ短時間とすることが好ましい。
【０１２６】
　加熱攪拌は、密閉下で行ってもよいし（加圧下でもよい）、開放下で行ってもよい。
【０１２７】
　油相（Ｂ）に脂肪酸アミド及び／又は変性ワックス等と、油溶性ポリマーとを含む場合
、予め油溶性ポリマーの基油（Ｅ）溶液を作成し、基油（Ｅ）の一部をこの油溶性ポリマ
ーの基油（Ｅ）溶液に置き換えて溶解工程（ｄｉ）を行うか、溶解工程（ｄｉ）において
、脂肪酸アミド及び／又は変性ワックスの溶解と共に、油溶性ポリマーを溶解することが
できる。
　なお、油溶性ポリマーの基油（Ｅ）溶解液として、市場から入手できるものを用いても
よい。
【０１２８】
　油相（Ｂ）にヒドロキシカルボン酸及び／又はアミノ酸ゲル化剤を含む場合、ヒドロキ
シカルボン酸及び／又はアミノ酸ゲル化剤は、次の分散方法（Ｑ１）及び（Ｑ２）等によ
って、基油（Ｅ）に分散して用いることが好ましい。
【０１２９】
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＜分散方法（Ｑ１）＞
　ヒドロキシカルボン酸及び／又はアミノ酸ゲル化剤と基油（Ｅ）とを加熱攪拌しながら
ヒドロキシカルボン酸及び／又はアミノ酸ゲル化剤を溶解して溶解液を得た後、冷却攪拌
してヒドロキシカルボン酸及び／又はアミノ酸ゲル化剤の分散液を得る方法。
【０１３０】
＜分散方法（Ｑ２）＞
　ヒドロキシカルボン酸及び／又はアミノ酸ゲル化剤と、基油（Ｅ）の一部とを加熱攪拌
しながら、ヒドロキシカルボン酸及び／又はアミノ酸ゲル化剤を溶解させて溶解液を得る
溶解工程（ｑｉ）、
　基油（Ｅ）の残部を攪拌しながら、この残部に溶解液を投入して混合物を得る混合工程
（ｑｉｉ）を含む方法。
【０１３１】
　加熱攪拌温度(℃)としては、ヒドロキシカルボン酸及び／又はアミノ酸ゲル化剤が溶解
できれば制限がないが、１００～１８０が好ましく、さらに好ましくは１０３～１７０、
特に好ましくは１０５～１６５、最も好ましくは１１０～１６０である。
【０１３２】
　加熱攪拌時間としては、ヒドロキシカルボン酸及び／又はアミノ酸ゲル化剤が溶解でき
れば制限がないが、基油（Ｅ）の酸化や蒸発等を防ぐため、できるだけ短時間とすること
が好ましい。
【０１３３】
　加熱攪拌は、密閉下で行ってもよいし（加圧下でもよい）、開放下で行ってもよい。
【０１３４】
　混合工程（ｐｉｉ）において、溶解液を投入している間も溶解液を加熱攪拌し、ヒドロ
キシカルボン酸及び／又はアミノ酸ゲル化剤を溶解させた状態を保つことが好ましい。
【０１３５】
　油相（Ｂ）に脂肪酸アミド及び／又は変性ワックス等と、ヒドロキシカルボン酸及び／
又はアミノ酸ゲル化剤とを含む場合、予めヒドロキシカルボン酸及び／又はアミノ酸ゲル
化剤の基油（Ｅ）分散液を作成し、この分散液と、脂肪酸アミド及び／又は変性ワックス
等を含む基油（Ｅ）分散液とを混合することができる。なお、ヒドロキシカルボン酸及び
／又はアミノ酸ゲル化剤の基油（Ｅ）分散液として、市場から入手できるものを用いても
よい。
【０１３６】
　油相（Ｂ）に疎水性シリカ及び／又は合成樹脂微粒子を含む場合、疎水性シリカ及び／
又は合成樹脂微粒子は、乳化分散機（ビーズミル、ディスパーミル、ホモジナイザー又は
ゴーリンホモジナイザー、超音波分散機等）等を用いて、基油（Ｅ）に分散することが好
ましい。
【０１３７】
　油相（Ｂ）に脂肪酸アミド及び／又は変性ワックス等と、疎水性シリカ及び／又は合成
樹脂微粒子とを含む場合、混合工程（ｄｉｉ）の直後に混合物と疎水性シリカ及び／又は
合成樹脂粒子とを混合してから分散工程（ｄｉｉｉ）に移ることが好ましい。
【０１３８】
　水相（Ｃ）に親水性微粒子（Ｈ）を含有する場合、親水性微粒子（Ｈ）は、あらかじめ
水相（Ｃ）に上記の好ましいメジアン径（ｄ５０、個数基準）になるように分散して用い
ることが好ましい。
【０１３９】
　親水性微粒子（Ｈ）を水相（Ｃ）に分散する方法としては、親水性微粒子（Ｈ）が水相
（Ｃ）に分散できれば制限はないが、乳化分散機（ビーズミル、ディスパーミル、ホモジ
ナイザー又はゴーリンホモジナイザー、超音波分散機等）を用いて分散・解砕を行うこと
が好ましい。
【０１４０】
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　本発明の消泡剤は、水性発泡液に対して効果的であり、例えば、塗料（水性塗料等）用
消泡剤及び各種製造工程（抄紙工程、発酵工程、培養工程、排水処理工程、モノマースト
リッピング工程及びポリマー重合工程等）用消泡剤等として使用することができる。
　これらのうち、塗料用消泡剤、排水処理用消泡剤として適しており、さらに水性塗料用
消泡剤として好適であり、水性塗料（水性建築外装用塗料、建築内装用塗料、水性インキ
及び紙塗工用塗料等）のうち、エマルション塗料用消泡剤として最適である。
【０１４１】
　なお、エマルション塗料に含まれるバインダーとしては、酢酸ビニル樹脂、アクリル樹
脂、スチレン樹脂、ハロゲン化オレフィン樹脂、ウレタン樹脂、シリコーン樹脂又はフッ
素原子含有シリコーン樹脂等が挙げられ、いずれに対しても効果的である。
【０１４２】
　本発明の消泡剤の添加方法は、塗料に適用する場合、（１）ミルベースの仕込み時、（
２）顔料を均一に分散させる前練時、（３）顔料分散時及び／又は（４）残りの原料を投
入して混合する調合時及び／又は（５）塗料作成後に添加する方法等が挙げられる。また
、各種製造工程に適用する場合、（１）原料の供給と共に、（２）加熱及び／若しくは減
圧処理前に、並びに／又は（３）最終仕上げ工程等に添加する方法のいずれでもよい。た
とえば、排水処理工程に適用する場合、排水の流入（曝気槽前）、分離前（沈殿槽前）、
最終仕上げ（放流）等に添加できる。
【０１４３】
　各種製造工程に適用する場合、本発明の消泡剤の添加量（重量％）は、水性発泡液の重
量に基づいて、０．０００１～３が好ましく、さらに好ましくは０．００１～２．７、特
に好ましくは０．００５～２．３、最も好ましくは０．０１～２である。また、塗料に適
用する場合、本発明の消泡剤の添加量（重量％）は、塗料の重量に基づいて、０．０５～
３が好ましく、さらに好ましくは０．１～２．７、特に好ましくは０．２～２．３、最も
好ましくは０．３～２．０である。
【０１４４】
　なお、最適なエマルション塗料に適用する場合、本発明の消泡剤の添加量（重量％）は
、塗料の重量に基づいて、０．０５～３が好ましく、さらに好ましくは０．１～２．７、
特に好ましくは０．２～２．３、最も好ましくは０．３～２である。
【実施例】
【０１４５】
　以下、実施例により本発明をさらに詳しく説明するが、本発明はこれに限定されるもの
ではない。なお、特記しない限り、部は重量部を、％は重量％を意味する。また、特記し
ない限り、２５～３０℃で行ったものである。
【０１４６】
＜油相（ｂ１）の作成例（１）＞
　加熱、攪拌、冷却の可能な容器内で油増稠剤（ｄ１）｛ステアリン酸アルミニウム、Ｓ
Ａ－１５００、堺化学工業（株）｝４０部、核剤（ｊ２１）｛エチレンビスステアリルア
ミド、アルフローＨ－５０Ｓ、日油株式会社製｝３０部、、基油（ｅ１）｛鉱物油、コス
モピュアスピン　Ｇ、コスモ石油ルブリカンツ（株）｝３００部、界面活性剤（ｆ１）｛
ドデシルベンゼンスルホン酸カルシウム７０％メタノール溶液、テイカパワー　ＢＣ－２
０７０Ｍ、テイカ（株）、「テイカパワー」は同社の登録商標である。｝２０部及び界面
活性剤（ｆ２）｛ソルビタンモノオレート、イオネット　Ｓ－８０、三洋化成工業株式会
社製、ＨＬＢ＝４．３｝１５部を加熱攪拌しながら１４５℃まで昇温し、この温度にてさ
らに１５分間加熱攪拌を続けて｛この加熱により界面活性剤溶液中のメタノールを留去し
た｝溶解液（１）を得た。
【０１４７】
　次いで、基油（ｅ２）｛ポリプロピレングリコール（３４モル）、ニューポールＰＰ－
２０００、三洋化成工業株式会社製、ＨＬＢ＝０．３｝３６部及び基油（ｅ３）｛鉱物油
、コスモＳＰ－１０、コスモ石油ルブリカンツ（株）｝５６５部を１０℃に調節して冷却
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攪拌して受け液（１）を調製し、この受け液（１）を冷却攪拌しながら、溶解液（１）を
少量ずつ受け液（１）に投入し、１５分間攪拌して分散液（１）を得た。溶解液の投入中
及び投入後の混合物（分散液）の温度は１０～４０℃であった。
【０１４８】
　分散液（１）を、４０℃以下まで冷却攪拌し、４０℃以下でゴーリンホモジナイザーを
用いて３５００ｐｓｉ（２４．１ＭＰａ）にて均質化処理して油相（ｂ１）を得た。
【０１４９】
＜油相（ｂ２）～（ｂ５）の作成例（２）～（５）＞
　溶解液（１）の成分を表１に記載した成分及び使用量に変更したこと、及び受け液（１
）の成分を表２に記載した成分及び使用量に変更したこと以外、油相（ｂ１）の作成例（
１）と同様にして、油相（ｂ２）～（ｂ５）を得た。なお、油相（ｂＸ）は、溶解液（Ｘ
）と受け液（Ｘ）と｛「Ｘ」は２～５の数字であり、作成例、油相、溶解液、受け液のそ
れぞれが同じ数字となる。以下同じである。｝を用いて作成したものである。
【０１５０】

【表１】

　
【０１５１】
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【表２】

　
【０１５２】
油増稠剤（ｄ２）：メタクリル酸アルキル系共重合物３５％の鉱油溶液、サンエリス９３
４、三洋化成工業株式会社製
油増稠剤（ｄ３）：酸化ポリエチレンワックス、エポレンＥ－１０、イーストマンケミカ
ル社製
油増稠剤（ｄ４）：マレイン酸変性酸化ポリエチレンワックス、ＰＥＤ－１３６、日本精
鑞（株）製
油増稠剤（ｄ５）：アルキルメタクリレート系重合物溶液（アルキルメタクリレート系重
合物７９％、鉱油２１％）、アクルーブ８１２、三洋化成工業株式会社製
油増稠剤（ｄ６）：１２－ヒドロキシステアリン酸、１２－ヒドロ酸、小倉合成化学（株
）
油増稠剤（ｄ７）：ステアリン酸カルシウム、カルシウムステアレート、日油株式会社製
【０１５３】
基油（ｅ４）：ポリオキシプロピレン（４０モル）グリコールモノブチルエーテルのオレ
イン酸エステル、ＨＬＢ＝０
基油（ｅ５）：鉱物油、スタノール４０、エクソンモービルコーポレーション
基油（ｅ６）：ジメチルシリコーンオイル（動粘度５０（ｍｍ２／ｓ、２５℃））、ＫＦ
－９６－５０ＣＳ、信越化学工業株式会社製
基油（ｅ７）：食用菜種油、ニッコー製油株式会社製
【０１５４】
界面活性剤（ｆ３）：バリウム石油スルホネート溶液（バリウム石油スルホネート３０％
、油分６９％、水及び不明分１％）、スルホールＢＡ－３０Ｎ、ＭＯＲＥＳＣＯ株式会社
製
界面活性剤（ｆ４）：アルキル（アルキルの炭素数１０～１６）ベンゼンスルホン酸ナト
リウム５０％水溶液、ニューレックスＲ、日油株式会社製
界面活性剤（ｆ５）：ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ナロアクティー　ＣＬ－４
０、三洋化成工業株式会社製、ＨＬＢ＝８．９
界面活性剤（ｆ６）：ポリオキシエチレンジオレート、イオネット　ＤＯ－６００、三洋
化成工業株式会社製、ＨＬＢ＝１０．４
【０１５５】
核剤（ｊ１１）：疎水性シリカ、ＳＩＰＥＲＮＡＴ　Ｄ１０、デグサジャパン株式会社
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核剤（ｊ１２）：疎水性シリカ、ニップシール　Ｇ－０２５１、東ソー・シリカ株式会社
製
【０１５６】
＜油相（ｂ６）の作成例（６）＞
　加熱、攪拌、冷却の可能な容器内で油増稠剤（ｄ８）｛水添ポリジエンブロックとポリ
スチレンブロックとからなるブロックコポリマー、セプトン４０９９、株式会社クラレ製
｝９．１部、基油（ｅ１）８４８．９部、基油（ｅ８）｛ポリオキシエチレン（５モル）
ポリオキシプロピレン（３０モル）、ニューポールＰＥ－６１、三洋化成工業株式会社製
、ＨＬＢ＝２．３｝５０部、界面活性剤（ｆ１）１０部、界面活性剤（ｆ２）１０部、界
面活性剤（ｆ５）１５部、界面活性剤（ｆ６）１０部、核剤（ｊ１１）２０部及び核剤（
ｊ１２）３０部を加熱攪拌しながら１４５℃まで昇温し、この温度にてさらに１５分間加
熱攪拌を続けて｛この加熱により界面活性剤溶液中のメタノールを留去した｝溶解液（６
）を得た。
【０１５７】
　溶解液（６）を６０分かけて３０℃まで冷却した後、４０℃以下でゴーリンホモジナイ
ザーを用いて３５００ｐｓｉ（２４．１ＭＰａ）にて均質化処理して油相（ｂ６）を得た
。
【０１５８】
＜油相（ｂ７）～（ｂ９）の作成例（７）～（９）＞
　溶解液（６）の成分を表３に記載した成分及び使用量に変更したこと以外、油相（ｂ６
）の作成例（６）と同様にして、油相（ｂ７）～（ｂ９）を得た。
【０１５９】
【表３】

　
【０１６０】
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油増稠剤（ｄ９）：石油樹脂、アルコンＰ－１２５、荒川化学工業株式会社製
油増稠剤（ｄ１０）：液状ゴム、クラプレンＬＩＲ３０、株式会社クラレ製
【０１６１】
基油（ｅ９）：オレイン酸メチル、エキセパール　Ｍ－ＯＬ、花王株式会社製；「エキセ
パール」は同社の登録商標である。
基油（ｅ１０）：蔗糖ポリオキシプロピレン８０モル付加物、ＨＬＢ＝１．４
基油（ｅ１１）：ポリオキシエチレン（５モル）ポリオキシプロピレン（３０モル）のス
テアリン酸ジエステル、ＨＬＢ＝１．８
【０１６２】
核剤（ｊ１３）：疎水性シリカ、アエロジル　Ｒ－９７２、日本アエロジル株式会社製
【０１６３】
＜油相（ｂ１０）の作成例（１０）＞
　加熱、攪拌、冷却の可能な容器内で油増稠剤（ｄ１１）｛Ｎ－ラウロイルグルタミン酸
ジブチルアミド、ＧＰ－１、味の素（株）｝１９部、基油（ｅ３）５６８部、基油（ｅ４
）１００部、基油（ｅ１２）｛トリメチロールプロパンのエチレンオキシド（１０モル）
／プロピレンオキシド（６８モル）ブロック付加体、ニューポールＴＬ－４５００Ｎ、三
洋化成工業株式会社製、ＨＬＢ＝２．０｝９４部、界面活性剤（ｆ１）２０部、核剤（ｊ
１１）２４部及び核剤（ｊ１２）２１部を加熱攪拌しながら１４５℃まで昇温し、この温
度にてさらに１５分間加熱攪拌を続けて｛この加熱により界面活性剤溶液中のメタノール
を留去した｝溶解液（１０）を得た。
【０１６４】
　溶解液（１０）を２５℃まで冷却した後、特開２００９－７５０６号公報の実施例１に
準じて作成したポリマーポリオール[核剤（ｊ３１）｛（スチレン）／（アクリロニトリ
ル）／（ジビニルベンゼン）／（グリセリンのプロピレンオキシド付加物と２－ヒドロキ
シエチルメタクリレートとをトリレンジイソシアネート（ＴＤＩ）でジョイントして得ら
れる反応性分散剤）／（アリルアルコールにプロピレンオキシド（ＰＯ）を付加させたポ
リオキシアルキレンエーテル）を構成単位とする共重合物（粒子径０．７μｍ）｝５２％
、基油（ｅ１３）｛ペンタエリスリトールにプロピレンオキシド－エチレンオキシド（エ
チレンオキシドの割合１２重量％）の順にアルキレンオキシドをブロック付加させたポリ
オール、ＨＬＢ＝２．５｝４５％及び基油（ｅ１４）｛特開２０００－３４４８８１号公
報に準じて作成したグリセリンプロピレンオキシド付加体、ＨＬＢ＝０．３｝３％の混合
液］１６０部を加えて３０分間混合し、油相（ｂ１０）を得た。
【０１６５】
＜油相（ｂ１１）の作成例（１１）＞
　攪拌の可能な容器内で、油相（ｂ１）９５０部及び油増稠剤（ｄ５）５０部を３０分攪
拌混合し、油相（ｂ１１）を得た。
【０１６６】
　油相（ｂ１）～（ｂ１１）のずり速度１０００／ｓでの粘度（２５℃）｛ＡＮＴＯＮＰ
ＡＡＲ社製粘弾性測定装置ＭＣＲ３０１にて、コーンプレート（ＣＰ２５－２；プレート
径２５ｍｍ、コーン角度２°）を用い、ずり速度を０．１／ｓから１０００／ｓまで３０
０秒かけて上昇させた際の粘度を測定して、ずり速度１０００／ｓでの粘度を読み取った
。｝は、表４に記載した通りであった。
【０１６７】
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【表４】

　
【０１６８】
＜水相（ａ１）の作成例（１）＞
　攪拌の可能な容器内で、水（ｋ１）｛上水｝９６９．９部を攪拌しながら、増粘剤（ｇ
ａ１）｛キサンタンガム、ケルザン、三晶株式会社製｝２０部、尿素４０部、浸透圧調整
剤（１）｛塩化ナトリウム｝１０部及び防腐剤（１）｛バイオキラーＬＳ、ケイ・アイ化
成株式会社製｝０．１部を加え、４時間攪拌を続けて均一にし、水相（ａ１）を得た。水
相（ａ１）の浸透圧は、０．４ｋＰａだった。
【０１６９】
＜水相（ａ２）～（ａ４）の作成例（２）～（４）＞
　水、増粘剤、浸透圧調整剤及び防腐剤を表５に記載した成分及び使用量に変更したこと
以外、水相（ａ１）の作成例（１）と同様にして、水相（ａ２）～（ａ４）を得た。水相
（ａ２）～（ａ４）の浸透圧は、表５の通りであった。
【０１７０】
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【表５】

　
【０１７１】
増粘剤（ｇａ２）：ヒドロキシプロピルメチルセルロース、メトローズ６５ＳＨ－１５０
００、信越化学工業株式会社製
増粘剤（ｇａ３）：ポリエチレンオキシド、ＰＥＯ－１５Ｚ、住友精化株式会社製
浸透圧調整剤（２）：尿素
【０１７２】
＜水相（ｃ１）の作成例（１）＞
　攪拌の可能な容器内で、水（ｋ１）９４９．９部を攪拌しながら、親水性微粒子（ｈ１
）｛ヒュームドシリカ、ＡＥＲＯＳＩＬ １３０、日本アエロジル株式会社製｝３０部を
加え、超音波分散機ＵＰ４００Ｓ｛Ｈｉｅｌｓｃｈｅｒ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｇｍｂ
Ｈ製｝にて、１分間、強度２０で処理し、続いて界面活性剤（ｆ７）｛ポリオキシエチレ
ンイソデシルエーテル、ＨＬＢ＝１８｝１０部、増粘剤（ｇｃ１）｛キサンタンガム、ケ
ルザン、三晶株式会社製｝１０部及び防腐剤（１）０．１部を加えて、さらに４時間攪拌
して水相（ｃ１）を得た。水相（ｃ１）の浸透圧は、０．０２ｋＰａであった。
【０１７３】
＜水相（ｃ２）～（ｃ４）の作成例（２）～（４）＞
　水、増粘剤、界面活性剤、親水性微粒子及び防腐剤を表６に記載した成分及び使用量に
変更したこと以外、水相（ｃ１）の作成例（１）と同様にして、水相（ｃ２）～（ｃ４）
を得た。水相（ｃ２）～（ｃ４）の浸透圧は、表６の通りだった。
【０１７４】
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【表６】

　
【０１７５】
増粘剤（ｇｃ２）：ポリエチレンオキシド、ＰＥＯ－１５Ｚ、住友精化株式会社製
【０１７６】
親水性微粒子（ｈ２）：ヒュームドシリカ、ＡＥＲＯＳＩＬ ３００、日本アエロジル株
式会社製
親水性微粒子（ｈ３）：ヒュームドアルミナ、ＳｐｅｃｔｒＡｌ １００、キャボット　
コーポレーション製
【０１７７】
＜水相（ｃ５）の作成例（５）＞
　攪拌の可能な容器内で、水（ｋ１）８６９．９部を攪拌しながら、親水性微粒子（ｈ４
）｛コロイダルシリカ２０％水分散液、スノーテックス ２０、日産化学株式会社｝１０
０部、界面活性剤（ｆ８）｛ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ナロアクティー　Ｃ
Ｌ－４００、三洋化成工業株式会社製、ＨＬＢ＝１７．８｝２０部、増粘剤（ｇｃ１）｛
キサンタンガム、ケルザン、三晶株式会社製｝１０部及び防腐剤（１）０．１部を加えて
、さらに４時間攪拌して水相（ｃ５）を得た。水相（ｃ５）の浸透圧は、０．０３ｋＰａ
であった。
【０１７８】
　水相（ｃ１）～（ｃ３）及び（ｃ５）中の親水性微粒子のメジアン径（ｄ５０、個数基
準）（μｍ）［レーザ回折／散乱式粒子径分布測定装置Ｐａｒｔｉｃａ　ＬＡ－９５０Ｖ
２（フローセル式、分散質の屈折率＝１．４５、分散媒の屈折率＝１．３３、反復回数１
５、株式会社堀場製作所）を使用して、分散媒に水を用い、水をフローセルに入れて循環
強度５で循環しながらブランク測定を行い、引き続き、このフローセルに測定試料｛水相
（ｃ１）～（ｃ３）又は（ｃ５）｝を適量加えて測定を行い、この測定値からブランク測
定の値を差
］は、表７に記載通りであった。
【０１７９】
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【表７】

　
【０１８０】
＜実施例（１）＞
　攪拌の可能な容器内で、油相（ｂ１）２００部を攪拌しながら、水相（ａ１）２００部
を加え、さらに１５分間攪拌した後、ホモミキサーを用いて６０００ｒｐｍで３分間処理
し、Ｗ／Ｏ型エマルション（１）を得た。
【０１８１】
　水相（ｃ１）６００部を攪拌しながら、Ｗ／Ｏ型エマルション（１）４００部を加え、
１５分間攪拌した後、ホモミキサーを用いて３０００ｒｐｍで３分間処理して、本発明の
Ｗ／Ｏ／Ｗ型エマルション消泡剤（１）を得た。消泡剤（１）のエマルション粒子｛水相
（Ａ）を含有する油相（Ｂ）からなる粒子、以下同じ｝のメジアン径（ｄ５０、個数基準
）（μｍ）は、４．１であった。
【０１８２】
　なお、作成した消泡剤（１）がＷ／Ｏ／Ｗ型のエマルションになっていることは、作成
した消泡剤（１）をスライドガラスにのせ、その上にカバーガラスを乗せてプレパラート
を作成し、光学顕微鏡（オリンパス株式会社製ＢＸ－６０、Ｃｙｔｏｖｉｖａ社製ＨＲＡ
ナノイメージングアダプター使用、対物レンズ：ＵＰｌａｎＡＰＯ　１００ｘ／１．３５
　ｏｉｌ　Ｉｒｉｓ、接眼レンズ：ＷＨ１０ｘ／２２）で観察することによって確認した
（以下、同様）。
【０１８３】
＜実施例（２）～（７）＞
　水相（ａ１）、油相（ｂ１）及び水相（ｃ１）を、表８に記載した組み合わせに変更し
たこと、及びＷ／Ｏ／Ｗ型エマルション消泡剤を得るときのホモミキサーの処理回転数を
表８に記載した処理回転数に変更したこと以外、実施例（１）と同様にして、Ｗ／Ｏ型エ
マルション（２）～（７）を調製した後、本発明のＷ／Ｏ／Ｗ型エマルション消泡剤（２
）～（７）を得た。これらの消泡剤（２）～（７）のエマルション粒子のメジアン径（ｄ
５０、個数基準）（μｍ）は表８に記載した通りであった。また、各消泡剤がＷ／Ｏ／Ｗ
型エマルションになっていることを光学顕微鏡で確認した。
【０１８４】
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【表８】

　
【０１８５】
 ＜実施例（８）＞
　加熱、攪拌、冷却の可能な容器内で、油相（ｂ６）２００部を攪拌しながら、９０℃に
加熱し、同温度を保ちながら水相（ａ１）２００部を加え、さらに１５分間攪拌した後、
ホモミキサーを用いて６０００ｒｐｍで３分間処理し、Ｗ／Ｏ型エマルション（８）を得
た。
【０１８６】
　水相（ｃ１）６００部を攪拌しながら、７５℃まで加熱し、Ｗ／Ｏ型エマルション（８
）４００部を加え、１５分間攪拌して、本発明のＷ／Ｏ／Ｗ型エマルション消泡剤（８）
を得た。この消泡剤（８）のエマルション粒子のメジアン径（ｄ５０、個数基準）（μｍ
）は、５．５であった。また、この消泡剤（８）がＷ／Ｏ／Ｗ型エマルションになってい
ることを光学顕微鏡で確認した。



(28) JP 5874063 B2 2016.3.1

10

20

30

40

50

【０１８７】
＜実施例（９）～（１２）＞
　水相（ａ１）、油相（ｂ６）及び水相（ｃ１）を、表９に記載した組み合わせに変更し
たこと以外、実施例（８）と同様にして、Ｗ／Ｏ型エマルション（９）～（１２）を調製
した後、本発明のＷ／Ｏ／Ｗ型エマルション消泡剤（９）～（１２）を得た。これらの消
泡剤（９）～（１２）のエマルション粒子のメジアン径（ｄ５０、個数基準）（μｍ）は
表９に記載した通りであった。また、各消泡剤がＷ／Ｏ／Ｗ型エマルションになっている
ことを光学顕微鏡で確認した。
【０１８８】
【表９】

　
【０１８９】
 ＜実施例（１３）＞
　加熱、攪拌、冷却の可能な容器内で、油相（ｂ１１）２００部を攪拌しながら、水相（
ａ１）２００部を加え、さらに１５分間攪拌した後、ホモミキサーを用いて６０００ｒｐ
ｍで３分間処理し、Ｗ／Ｏ型エマルション（１３）を得た。
【０１９０】
　水相（ｃ１）６００部を攪拌しながら、Ｗ／Ｏ型エマルション（１３）４００部を加え
、１５分間攪拌して、本発明のＷ／Ｏ／Ｗ型エマルション消泡剤（１３）を得た。この消
泡剤（１３）のエマルション粒子のメジアン径（ｄ５０、個数基準）（μｍ）は、６．２
であった。また、この消泡剤（１３）がＷ／Ｏ／Ｗ型エマルションになっていることを光
学顕微鏡で確認した。
【０１９１】
＜比較例１＞
　油増稠剤（ｄ１）、（ｄ２）を基油（ｅ１）に変更したこと以外、油相の作成例（１）
と同様にして、比較用の油相（ｂＨ１）を作成した。そして、油相（ｂ１）を比較用の油
相（ｂＨ１）に変えたこと以外は実施例１と同様にして、比較用のＷ／Ｏ／Ｗ型エマルシ
ョン消泡剤（Ｈ１）を得た。ずり速度１０００／ｓにおける油相（ｂＨ１）の粘度（２５
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℃）は、０．０３Ｐａ・ｓであった。また、この消泡剤（Ｈ１）がＷ／Ｏ／Ｗ型エマルシ
ョンになっていることを光学顕微鏡で確認した。
【０１９２】
＜比較例２＞
　油増稠剤（ｄ３）、（ｄ４）を基油（ｅ１）に変更したこと以外、油相の作成例（２）
と同様にして、比較用の油相（ｂＨ２）を作成した。そして、油相（ｂ２）を比較用の油
相（ｂＨ２）に変えたこと以外は実施例３と同様にして、比較用のＷ／Ｏ／Ｗ型エマルシ
ョン消泡剤（Ｈ２）を得た。ずり速度１０００／ｓにおける油相（ｂＨ２）の粘度（２５
℃）は、０．０３Ｐａ・ｓであった。また、この消泡剤（Ｈ２）がＷ／Ｏ／Ｗ型エマルシ
ョンになっていることを光学顕微鏡で確認した。
【０１９３】
＜比較例３＞
　油増稠剤（ｄ５）～（ｄ７）を基油（ｅ１）に変更したこと以外、油相の作成例（３）
と同様にして、比較用の油相（ｂＨ３）を作成した。そして、油相（ｂ３）を比較用の油
相（ｂＨ３）に変えたこと以外は実施例５と同様にして、比較用のＷ／Ｏ／Ｗ型エマルシ
ョン消泡剤（Ｈ３）を得た。ずり速度１０００／ｓにおける油相（ｂＨ３）の粘度（２５
℃）は、０．０５Ｐａ・ｓであった。また、この消泡剤（Ｈ３）がＷ／Ｏ／Ｗ型エマルシ
ョンになっていることを光学顕微鏡で確認した。
【０１９４】
＜比較例４＞
　油増稠剤（ｄ８）、（ｄ９）を基油（ｅ１）に変更したこと以外、油相の作成例（４）
と同様にして、比較用の油相（ｂＨ４）を作成した。そして、油相（ｂ４）を比較用の油
相（ｂＨ４）に変えたこと以外は実施例６と同様にして、比較用のＷ／Ｏ／Ｗ型エマルシ
ョン消泡剤（Ｈ４）を得た。ずり速度１０００／ｓにおける油相（ｂＨ４）の粘度（２５
℃）は、０．０３Ｐａ・ｓであった。また、この消泡剤（Ｈ４）がＷ／Ｏ／Ｗ型エマルシ
ョンになっていることを光学顕微鏡で確認した。
【０１９５】
＜比較例５＞
　Ｗ／Ｏ型エマルション（２）を、油相（ｂ２）に変更したこと以外、実施例２と同様に
して、比較用のＯ／Ｗ型エマルション消泡剤（Ｈ５）を得た。比較用の消泡剤（Ｈ５）は
Ｏ／Ｗ型エマルションであることを光学顕微鏡で確認した。
【０１９６】
＜比較例６＞
　Ｗ／Ｏ型エマルション（４）を、油相（ｂ４）に変更したこと以外、実施例４と同様に
して、比較用のＯ／Ｗ型エマルション消泡剤（Ｈ６）を得た。比較用の消泡剤（Ｈ６）は
Ｏ／Ｗ型エマルションであることを光学顕微鏡で確認した。
【０１９７】
＜比較例７＞
　Ｗ／Ｏ型エマルション（６）を、油相（ｂ６）に変更したこと以外、実施例６と同様に
して、比較用のＯ／Ｗ型エマルション消泡剤（Ｈ７）を得た。比較用の消泡剤（Ｈ７）は
Ｏ／Ｗ型エマルションであることを光学顕微鏡で確認した。
【０１９８】
＜比較例８＞
　Ｗ／Ｏ型エマルション（８）を、油相（ｂ８）に変更したこと以外、実施例８と同様に
して、比較用のＯ／Ｗ型エマルション消泡剤（Ｈ８）を得た。比較用の消泡剤（Ｈ８）は
Ｏ／Ｗ型エマルションであることを光学顕微鏡で確認した。
【０１９９】
＜比較例９～１１＞
　実施例９～１１で作成したＷ／Ｏ型エマルション（９）～（１１）を、順に比較用のＷ
／Ｏ型エマルション消泡剤（Ｈ９）～（Ｈ１１）とした。比較用の消泡剤（Ｈ９）～（Ｈ
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【０２００】
　比較用のＷ／Ｏ／Ｗ型エマルション消泡剤（Ｈ１）～（Ｈ４）及び比較用のＯ／Ｗ型エ
マルション消泡剤（Ｈ５）～（Ｈ８）のエマルション粒子のメジアン径（ｄ５０、個数基
準）（μｍ）は、表１０に記載した通りであった。
【０２０１】
【表１０】

　
【０２０２】
＜比較例１２＞
　特許文献１（特開２０００－２８８３０８号公報）に記載された実施例１と同様にして
、比較用の消泡剤（Ｈ１２）を得た。比較用の消泡剤（Ｈ１２）のメジアン径（ｄ５０、
個数基準）は５．４μｍであった。
【０２０３】
＜消泡性の評価＞
　実施例１～１３及び比較例１～１２で得た消泡剤（１）～（１３）及び（Ｈ１）～（Ｈ
１２）を用いて、以下のようにして調製したエマルション塗料に対する消泡性を評価し、
評価結果を表１２に示した。
【０２０４】
（１）エマルションベース塗料の調製
　以下の原料組成にて、コーレス型羽根を装着したエクセルオートホモジナイザー（日本
精器株式会社製、モデルＥＤ）を用いて、グラインディング及びレットダウンして塗料化
してから、得られた塗料を、ストマー粘度計（ＪＩＳ　Ｋ５６００－２－２）で８０ＫＵ
（２５℃）になるように水で希釈して、エマルションベース塗料を得た。
【０２０５】



(31) JP 5874063 B2 2016.3.1

10

20

30

40

50

【表１１】

　
【０２０６】
注１：サンノプコ（株）製分散剤
注２：サンノプコ（株）製増粘剤
注３：信越化学工業（株）製増粘剤（ヒドロキシエチルセルロース）
注４：サンノプコ（株）製湿潤剤
注５：ＢＡＳＦ社製クレー
注６：竹原化学工業（株）製炭酸カルシウム
注７：石原産業（株）製二酸化チタン
注８：ＢＡＳＦ社製アクリルエマルション、「ＡＣＲＯＮＡＬ」は、ビ－エ－エスエフ　
アクチエンゲゼルシヤフトの登録商標である。
注９：イーストマンケミカル社製造膜調整剤、「テキサノール」は吉村化学株式会社の登
録商標である。
注１０：サンノプコ（株）製増粘剤
【０２０７】
（２）エマルション塗料の調製
　エマルションベース塗料に、評価試料（消泡剤）を、油相部分の添加量が０．１５重量
％（対エマルションベース塗料）となるように加えて、コーレス型羽根を装着したエクセ
ルオートホモジナイザーにて２５℃、４０００ｒｐｍ、３分間攪拌混合してエマルション
塗料（１）～（２５）を得た。また、ブランク用として消泡剤を加えないこと以外、上記
と同様にして、エマルション塗料（２６）を得た。
【０２０８】
（３）破泡・抑泡効果の評価
　エマルション塗料（１）～（２６）を攪拌混合して作成した直後から１５秒後に（１５
秒間は静置）、泡を巻き込んだエマルション塗料（１）～（２６）の比重を５０ｍｌの比
重カップにて測定した。比重が大きいほど（数字が大きいほど）巻き込んだ泡が破壊され
ており破泡・抑泡効果が優れているといえる。
【０２０９】
（４）エイジング後（消泡持続性）の評価
　エマルション塗料（１）～（２６）をそれぞれ密閉サンプル容器に入れて、５０℃の雰
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囲気下に２週間静置保管した後、改めてコーレス型羽根を装着したエクセルオートホモジ
ナイザーにて、２５℃、４０００ｒｐｍ、３分間攪拌混合してエイジング評価用のエマル
ション塗料を得た後、破泡・抑泡効果の評価と同様にして比重を測定した。比重が大きい
ほど（数字が大きいほど）巻き込んだ泡が破壊されており、長期間に渡って破泡・抑泡効
果が持続しており、消泡持続性が優れているといえる。
【０２１０】
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【表１２】

　
　
【０２１１】
　本発明の消泡剤を用いたエマルション塗料は、比較用の消泡剤を用いたものに比べて消
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泡性（破泡・抑泡効果、消泡持続性）に優れていた。すなわち、ずり速度１０００／ｓに
おける油相の粘度（２５℃、Ｐａ・ｓ）が望ましい範囲である本発明のＷ／Ｏ／Ｗ型の消
泡剤は、比較用の消泡剤（油相の粘度が望ましい範囲外）に比較して、消泡性が顕著に優
れていた。
【０２１２】
＜Ｗ／Ｏ／Ｗ型エマルション消泡剤の安定性の評価＞
　実施例及び比較例で得た消泡剤（１）～（１３）、（Ｈ１）～（Ｈ４）及び（Ｈ１２）
を、密閉ガラス容器に入れて４０℃の雰囲気下に１週間、静置した前後について、スライ
ドガラス上におき、その上にカバーガラスを乗せてプレパラートを作成し、光学顕微鏡（
オリンパス株式会社製ＢＸ－６０、Ｃｙｔｏｖｉｖａ社製ＨＲＡナノイメージングアダプ
ター使用、対物レンズ：ＵＰｌａｎＡＰＯ　１００ｘ／１．３５　ｏｉｌ　Ｉｒｉｓ、接
眼レンズ：ＷＨ１０ｘ／２２）にて乳化状態を観察し、以下の基準で評価した（乳化状態
）。
【０２１３】
　また、１週間後の密閉ガラス容器の内部を容器の外側から観察し以下の基準で評価した
（分離状態）。
　これらの評価結果を表１３に示した。
【０２１４】
＜乳化状態＞
○：１週間前と変化なし。
×：エマルション状態が破壊されている。
【０２１５】
＜分離状態＞
○：外観は均一である。
×：下層に水が分離している。
【０２１６】
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【表１３】

　
【０２１７】
　本発明の消泡剤は、比較用の消泡剤を用いたものに比べて優れた安定性を示した。
【産業上の利用可能性】
【０２１８】
　本発明の消泡剤はあらゆる用途に用いることができるが、水性発泡液に対して効果的で
あり、例えば、紙パルプ製造工業（パルプ化工程、抄紙工程及び塗工工程等）、建築工業
（抄造工程等）、染料工業、染色工業、発酵工業、合成樹脂製造工業、合成ゴム製造工業
、インキ、塗料工業及び繊維加工工業等の各種工程で発生する気泡に対して適用すること
ができる。これらのうち、塗料用消泡剤、排水処理用消泡剤、紙パルプ製造工業用消泡剤
として適しており、さらに水性塗料用消泡剤として好適であり、水性塗料（水性建築外装
用塗料、建築内装用塗料、水性インキ及び紙塗工用塗料等）のうち、エマルション塗料用
消泡剤として最適である。
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